
【協議事項】 

令和６年４月１日～デマンドバス本格運 行 

実施に伴う利用料金について 
 

 

令和６年４月１日より本格運 行の実施を予定しております、

「上地区線（美利河～光台）」及び「神丘・鈴岡地区線」の予約バ

ス「ルンるん号」の利用料金について、協議願います。 

  

 

利用料金（案）・・・１回 ２００円 

 

 

 ※実証運 行と同様の金額として設定。 

 ※平成２６年度から運 行開始した予約バス「ルンるん号」の

当初からの料金であり、他路線との整合性を図るため。 



令和５年度第１回今金町地域公共交通活性化協議会部会 構成員名簿 

 

 

ＮＯ 役職 委員名 所属 

１ 会 長 中 島 光 弘 今金町長 

２ 副会長 勝 山 英 敏 自治会町内会連合会（町内会代表） 

３ 委 員 天 沼   寧 自治会町内会連合会（自治会代表） 

４ 委 員 酒 井 周 一 
国土交通省北海道運輸局 

函館運輸支局 

５ 委 員 松 本 年 弘 有限会社東ハイヤー 

 

 

 

【事務局】 

 

鈴 木 正 之 

佐 藤 直 樹 

杉 村 明 吉 

松 永 真 翔 

町まちづくり推進課長 

町まちづくり推進課長補佐 

町まちづくり推進課主事（企画政策Ｇ） 

町まちづくり推進課主事補（企画政策Ｇ） 

 

【部会構成員】 

・当該路線等をその区域に含む市町村【中島会長・事務局】 

・町長が住民の意見を代表するものとして指名する者【勝山副会長・天沼委員】 

・当該路線等を管轄する地方運輸局長【酒井委員】 

・当該運賃を定めようとする事業者【松本委員】 
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地域交通法改正に伴う道路運送法の改正概要（R5.10.1改正）

◎乗合バスの協議運賃にかかる手続き

◎地域公共交通会議と運営協議会の統合

一般乗合旅客自動車運送事業者の協議運賃の設定・変更

地域公共交通会議又は法定
協議会により協議・決定

道路運送法第９条第４項に
定める協議会により協議・決定

【地域公共交通会議の構成員】
会議を主催する地方公共団体の長
一般旅客自動車運送事業者及びその組織する団体
住民又は旅客
地方運輸局長
一般旅客自動車運送事業者の運転者が組織する団体

※主催する市町村長が必要と認める場合は加えることが可能
道路管理者
都道府県警察
学識経験者

【第９条第４項に定める協議会の構成員】
当該路線等をその区域に含む市町村又は都道府県
当該運賃を定めようとする一般乗合旅客自動車運送事業者
当該路線等を管轄する地方運輸局長
市町村長又は都道府県知事が関係住民の意見を代表する
者として指名する者

地域公共交通会議又は法定協議会とは
別に構成員を絞って協議

新設事項

公聴会の開催等の措置

法第９条第４項に定める協議会を開催す
る場合、あらかじめ、公聴会の開催その他の
住民、利用者その他利害関係者の意見を反
映させるために必要な措置（※）を講じなけ
ればならない。
※パブリックコメント、住民アンケートなどを想定

《改正前》 《改正後》

市町村等における実際の事務手続き

①道路運送法第９条第４項に定める協議会の開催

②①の協議会開催前に公聴会の開催等の措置

（協議に係る流れの一例）

※ 運賃以外の事項（事業計画など）は、地域公共交通会議又は法定協議会で協議し、
協議運賃に関してのみ法第９条第４項に定める協議会で協議を行います。

※ 地域公共交通会議及び法定協議会とは別に開催する必要があります。
※ 構成員となる一般乗合旅客自動車運送事業者については、協議運賃を実際に適用す
る事業者のみとなります。

※ 「公聴会の開催」以外の方法として、パブリックコメントの募集、地域住民に対するアン
ケート調査等の方法を想定しておりますが、各市町村において、住民等の意見を反映さ
せるために適切と判断される手法をとっていただければ結構です。
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バス・タクシー・自家用有償旅客運送について協議

設置要綱を統合し、協議事項から「運賃・料金」に関する事項を削除

地域公共交通会議に統合

市町村等における実際の事務手続き

地域公共交通会議 運営協議会

【地域公共交通会議の構成員】
会議を主催する地方公共団体の長
一般旅客自動車運送事業者及びその組織する団体
住民又は旅客
地方運輸局長
一般旅客自動車運送事業者の運転者が組織する団体

※主催する市町村長が必要と認める場合は加えることが可能
道路管理者
都道府県警察
学識経験者

○構成員の変更
会議を主催する地方公共団体の長
一般旅客自動車運送事業者及びその組織する団体
住民又は旅客
地方運輸局長
一般旅客自動車運送事業者の運転者が組織する団体
自家用有償旅客運送行っているＮＰＯ法人等（自家用有償旅
客運送について協議する場合）

※市町村長が必要と認める場合に加えることができる者に変更なし

自家用有償旅客運送について協議

○設置要綱モデルの変更

基本的に今すぐ必要な処理はありません

※ 現行の地域公共交通会議及び運営協議会はそのまま適用可能です。
※ 会議の名称についても現行のものをそのまま使用して差し支えありません。
（経過措置として運営協議会を地域公共交通会議とみなします。）

※ 会議設置要綱については、モデル要綱を参考の上、適宜見直しを図るよう
お願いします。

※ 現在、ＮＰＯ法人等による交通空白地有償運送を地域公共交通会議
において、協議している場合は、構成員に「現在自家用有償旅客運送を
行っているＮＰＯ法人等」を追加してください。
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